
前年度比 令和6年度 令和6年度

発注機関 地 区 （％） (４～６月) (累計)

[(A)/(B)*100] 設計解析 地質調査 測  量 合 計 設計解析 地質調査 測  量 合 計

36.4 100 17 17 134 142 100 17 17 134 368

新  潟 32.3 3,067 354 378 3,799 5,354 3,067 354 378 3,799 11,775

61.5 55 5 15 75 67 55 5 15 75 122

国土交通省 富  山 76.5 1,621 115 331 2,066 1,676 1,621 115 331 2,066 2,701

54.6 59 12 6 77 36 59 12 6 77 141

石  川 81.3 2,289 351 207 2,848 862 2,289 351 207 2,848 3,504

45.3 214 34 38 286 245 214 34 38 286 631

計 48.5 6,977 820 916 8,712 7,892 6,977 820 916 8,712 17,980

59.5 36 6 5 47 38 36 6 5 47 79

その他 100.4 1,420 160 60 1,640 655 1,420 160 60 1,640 1,634

59.5 36 6 5 47 38 36 6 5 47 79

計 100.4 1,420 160 60 1,640 655 1,420 160 60 1,640 1,634

50.0 10 5 1 16 14 10 5 1 16 32

新  潟 54.6 128 130 17 275 240 128 130 17 275 503

107.1 11 0 4 15 6 11 0 4 15 14

その他の 富  山 167.7 222 2 96 320 126 222 2 96 320 191

国の機関 18.8 2 0 1 3 9 2 0 1 3 16

石  川 21.9 60 0 10 70 180 60 0 10 70 322

54.8 23 5 6 34 29 23 5 6 34 62

計 65.4 411 132 122 665 545 411 132 122 665 1,017

19.8 131 31 7 169 198 131 31 7 169 853

新  潟 19.0 1,042 137 32 1,211 1,545 1,042 137 32 1,211 6,377

19.3 108 2 15 125 187 108 2 15 125 647

県 富  山 24.5 900 14 132 1,046 1,194 900 14 132 1,046 4,263

22.9 193 3 5 201 188 193 3 5 201 877

石  川 12.0 2,163 172 83 2,418 1,429 2,163 172 83 2,418 20,074

20.8 432 36 27 495 573 432 36 27 495 2,377

計 15.2 4,105 323 247 4,675 4,168 4,105 323 247 4,675 30,714

21.4 35 0 6 41 44 35 0 6 41 192

政令市 新潟市 25.1 254 0 126 380 424 254 0 126 380 1,513

21.4 35 0 6 41 44 35 0 6 41 192

計 25.1 254 0 126 380 424 254 0 126 380 1,513

41.2 107 15 46 168 168 107 15 46 168 408

新  潟 46.0 1,024 55 244 1,323 1,269 1,024 55 244 1,323 2,877

33.9 124 3 35 162 210 124 3 35 162 478

市 町 村 富  山 35.9 891 64 165 1,120 1,379 891 64 165 1,120 3,118

34.5 280 19 19 318 284 280 19 19 318 922

石  川 49.0 4,816 771 244 5,831 2,139 4,816 771 244 5,831 11,898

35.8 511 37 100 648 662 511 37 100 648 1,808

計 46.2 6,730 891 653 8,274 4,788 6,730 891 653 8,274 17,893

26.2 39 23 11 73 103 39 23 11 73 279

新  潟 36.2 450 150 38 638 665 450 150 38 638 1,763

24.8 17 3 8 28 45 17 3 8 28 113

民    間 富  山 42.9 185 7 8 201 172 185 7 8 201 468

30.0 46 94 6 146 155 46 94 6 146 487

石  川 46.2 930 331 16 1,277 1,281 930 331 16 1,277 2,764

28.1 102 120 25 247 303 102 120 25 247 879

計 42.4 1,565 488 62 2,115 2,118 1,565 488 62 2,115 4,994

28.2 422 91 88 601 669 422 91 88 601 2,132

新  潟 30.7 5,965 827 834 7,625 9,496 5,965 827 834 7,625 24,808

29.5 315 13 77 405 515 315 13 77 405 1,374

合    計 富  山 44.3 3,819 203 732 4,753 4,547 3,819 203 732 4,753 10,740

30.5 580 128 37 745 672 580 128 37 745 2,443

石  川 32.3 10,258 1,625 560 12,444 5,891 10,258 1,625 560 12,444 38,562

59.5 36 6 5 47 38 36 6 5 47 79

その他 100.4 1,420 160 60 1,640 655 1,420 160 60 1,640 1,634

29.8 1,353 238 207 1,798 1,894 1,353 238 207 1,798 6,028

計 34.9 21,461 2,814 2,187 26,462 20,589 21,461 2,814 2,187 26,462 75,745

国土交通省
その他

上段:件  数      
下段:受注高(百万円)

令和7年度（４～６月） 令和7年度（累計）

（Ａ）

（Ｂ）

（注）・｢国土交通省｣    ：国土交通省（新潟県、富山県、石川県に所在する事務所）、新潟港湾空港整備事務所、 
新潟港湾空港技術調査事務所、伏木富山港湾事務所、金沢港湾・空港整備事務所 

・｢国土交通省その他｣ ：山形県、福島県、長野県、岐阜県に所在する事務所 
・｢その他の国の機関｣ ：農林水産省、総務省、財務省、環境省、裁判所、国立大学、国立病院等 
・｢県｣        ：新潟県、富山県、石川県 
・｢政令市｣      ：新潟市 
・｢市町村｣      ：新潟県市町村、富山県市町村、石川県市町村 
・｢民間｣       ：東日本高速道路㈱、中日本高速道路㈱、東日本旅客鉄道㈱、西日本旅客鉄道㈱、民間企 

業からの元請け業務、公益法人等（独立行政法人、地方公共法人財団法人、社団法人は 
すべて公益法人とする。） 

３．建設コンサルタントの受注動向 
記事提供：（一社）建設コンサルタンツ協会北陸支部 

 
 
 



（１）調査全体 
 調査全体での第１四半期（4～6 月）の受注において 4 月が 65％の増、5 月が 21％の増、 
6 月が 9％の減となり、全体では 29％の増となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）設計解析部門 
 設計解析部門での第１四半期（4～6 月）の受注においては 4 月が 70%の増、5 月が 21%
の増、6 月が 3％の減となり、全体的には 33％の増となった。 
発注機関別で見ると「国土交通省」「国土交通省その他」「その他の国の機関」「県」「市

町村」「民間」において 3~159％の増となり、「政令市」においては 23％の減であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（３）地質調査等部門 
 地質調査部門での第１四半期（4～6 月）の受注においては 4 月に 177％の増、5 月は 80％
の増、6 月に 32％の減となり、全体では 58％の増となった。 
 発注機関別で見ると「国土交通省」「国土交通省その他」「県」「市町村」「民間」におい

て 12～790％の増となり、「その他の国の機関」においては 10％の減で、「政令市」は受注

なしであった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）測量部門 
 測量部門での第１四半期（4～6 月）の受注において 4 月に 11％の減、5 月が 16％の減、 
6 月に 29％の減となり、全体では 17％の減となった。 
 発注機関別で見ると、「国土交通省」「その他の国の機関」「政令市」において 21～81％の

増となり、「国土交通省その他」「県」「市町村」「民間」においては 20～69％の減となった。 
 

 


